
平成28年３月末までを「不本意非正規対策・学卒正社員就職実現キャンペーン」

　（１）正社員の有効求人倍率･･･････････････････0.36倍（前年同月0.30倍）12345

　（２）平成28年３月新規高卒者の就職内定率･････53.8％（前年同月比1.6Ｐ上昇）1

　（３）平成28年３月新規大卒者の就職内定率･････39.7％（前年同月比1.6Ｐ低下）1

　２　取組期間

　２　平成28年３月まで

転換や、未内定学生や進路未決定学生をはじめとする若者の正社

生や進路未決定学生をはじめとする若者の正社員就職の実現を応援するため、

の期間として、取組を強化します。あいうえおあいうえおあいうえおあいうか

に改善している中、沖縄労働局（局長 待鳥 浩二）は、関係機関及び団体等

沖縄県内の平成27年11月の有効求人倍率が0.91倍となるなど雇用情勢が着実

と連携しながら、不本意ながら非正規雇用で働く方の正社員転換や、未内定学

（案） 取扱い注意
（公表日まで部外秘）

ハローワークでは、不本意ながら非正規雇用で働く方の正社員

　３　取組期間

　４　別紙のとおり

　１　沖縄県内の平成27年11月末現在における不本意非正規雇用や未内定学生等の

　１現状縄県内の平成27年12月末現在における不本意非正規雇用や未内定学生等の

員就職の実現に向けた取組を強化します！あああああああさしす
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沖縄県内の事業主団体等に対し、不本意ながら非正規雇用で働く方の正社員転換や、未内

定者をはじめとする若者の正社員就職の実現に向けて、ハローワークが行う取組を周知する

などの働きかけを行うこととしています。働きかけの際には、正社員転換のためのキャリア

アップ助成金や早期就職を図るためのトライアル雇用奨励金についての説明も併せて行い

ます。 

また、ハローワークでも各事業所に対して同様の働きかけを行うこととしています。 

 

（１）将来の進路について悩んでいる方向けのリーフレット「正社員？フリーター？何が違 

  うの？？」（別添資料１）を各市町村、学校、支援機関等に配布し、広く若者等に『那 

覇 わかもの支援コーナー』をはじめとするハローワークの相談窓口を周知し、利用勧 

奨を行います。 

（２）ハローワークでは、求職登録を行った未内定者全員に対して電話等による来所勧奨を 

  実施するとともに、来所された方の状況に応じて、個別相談、職業訓練、応募書類作成 

    支援、各種セミナー、職業紹介等を行い正社員就職に向けた支援を行います。 

（３）トライアル雇用奨励金の活用によるフリーター・ニート等の正社員就職の実現に向け 

た支援を行います。 

（４）学校と連携して未内定の学生・生徒をもつ保護者に就職の現状に対する理解を求める 

  とともに、学生・生徒に対して新卒応援ハローワーク等による就職支援に係る啓発文書 

  を送付し、支援を受けることを促します。 

（５）就職活動の長期化、内定が得られないことによる心理的負担を軽減するため、ケアが 

  必要な未内定の学生・生徒に対しては、那覇新卒応援ハローワーク等で臨床心理士によ 

  る心理的ケアを実施します。 

（６）平成 28 年３月に卒業予定の学生及び既卒３年以内の方を対象として、「若者応援宣 

言企業」(※)による就職面接会を開催します。 

✻詳細事項は、２月中旬までに沖縄労働局ＨＰに掲載予定です。 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

        

 

 

 

 

 

 

不本意非正規対策・学卒正社員就職実現キャンペーン 

１ 事業主団体・事業所に対する働きかけ  

別紙 

沖縄労働局・ハローワークでは、不本意ながら非正規雇用で働く方の正社員転換や、

未内定学生や進路未決定学生をはじめとする若者の正社員就職の実現を応援するた

め、平成 28 年３月までを「不本意非正規対策・学卒正社員就職実現キャンペーン」

の期間として、取組を強化します！ 

２ 不本意ながら非正規雇用で働く方、未内定学生等に対する働きかけ 
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平成 27 年 10 月１日付けで一部が施行されている「若者雇用促進法」に関して、次のパ 

ンフレットを用いて積極的な周知を行います。 

◆周知するパンフレット（別添資料２～５） 

①青少年の雇用の促進等に関する法律（若者雇用促進法）などが 10 月から順次施行さ 

れます！ 

②青少年の雇用の促進等に関する新たな指針が 10 月から適用されます！ 

③新規学校卒業者を採用する際は労働関係法令の規定などを確認してください 

④若者雇用促進法に基づく新たな認定制度が始まります！ 

✻沖縄労働局ＨＰ、厚生労働省ＨＰからも取得可能です。 

  

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 
 
 
 

３ 「若者雇用促進法」の周知 

※若者応援宣言企業・・・・一定の労務管理の体制が整備されており、若者（35 歳未満）を対象とし 

た求人を提出または募集を行っており、通常の求人情報よりも詳細な企 

業情報・採用情報を積極的に公表する企業 



フリーターの現状に関する若者への周知・広報事業

PL271125派若03

別添資料１



●フリーターになった理由
「つきたい仕事のための勉強や準備、修行期間として」「学費稼ぎなど、生活のために一時的に働く必要があったか

ら」といった理由がある一方で「なんとなく」フリーターを選択する人も一定程度存在します。

■フリーターになった理由のうちもっとも重要な項目（％）
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●雇用形態別にみた年齢と年収・
時間あたりの収入の関係

正社員の場合は、年齢の上昇とともに年収も時間当た

り収入も高くなる傾向があります。しかし、パート・アルバ

イトでは、１０代も４０代も年収・１時間当たり収入もほぼ

変わりなく、賃金は正社員に比べて上がらない傾向があ

ります。

■性、学歴、雇用形態別にみた年齢と年収・時間当たり収入の関係
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●非正規雇用労働者に適用される制度

正社員と比べて正社員以外の労働者は、「退職金制度」や「財形制度」などが適用されにくい傾向があります。

■就業形態、現在の会社における各種制度等の適用状況別労働者割合

●男性の雇用形態別
の有配偶率

30歳代前半に有配偶率は50％と急激に高まりますが、
パート・アルバイト、無業者では大きな伸びは見られません。

※女性については、結婚や出産の結果、無業やパート・アルバイトな

どの非正規雇用に変わる場合があり、男性とは傾向が異なるため、

省略している。

4

（単位：％、年齢）



●フリーターの職業能力
形成
正社員とそれ以外の雇用形態では、勤務

先による訓練の実施状況が異なります。最

も実施率が高いのが、正社員（44.2%）で、
次いで契約社員・嘱託（29.9%）となっており、
パート・アルバイト（14.4%）が最も低い状況
となっています。

●フリーター経験を評価
しない理由
「根気がなくいつ辞めるかわからない」（約７割）が一番多く、その次に多いのは「年齢相応の技能、知識が

ない」、「職業に対する意識などの教育が必要」という回答です。

フリーター経験者は、企業によっては職業意識が不足していると評価される場合があります。

■就業状況別能力開発実施状況（％）

■フリーター経験を評価しない企業の企業規模別理由割合
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●フリーター期間別にみた正社員にな
れた者の割合
フリーター期間が半年以内の場合、男性では約７割、女性で

は約６割が正社員になっているが、フリーター期間が３年を超

える場合、正社員になれた男性は約６割、女性では約４割。

フリーター期間が長くなるほど、正社員への転換が難しくなる

傾向にあります。

■フリーター期間別正社員になれた者の割合（％）

●企業からみたフリーター経験の評価
フリーター経験から得たことがきちんと説明できること、類似の職種であること、一つの企業で継続的に勤

務していることなどが評価される傾向にあります。

■規模別に見たフリーター経験の評価（％）
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わかものハローワークでは、職業相談・職業紹介、就職支援セミ

ナー等、正社員就職に向けた支援を行っています。

担当者制による向き合い型の個別支援を行っており、仕事の紹

介はもちろん、仕事の適性についての相談や応募書類の書き方、

面接指導など、来訪者個人に応じたきめ細かな支援を行ってい

ます。

その他、パソコンで自分の特性を調べた

り、仕事を探したりすることもできます。

「わかものハローワーク」とは、正社員を目指す若者

を対象にしたハローワークです。

就職支援セミナーの中には、わかものハローワークに通って正社員を目指している人たち同士で、就職活動

をどう進めるかを話し合うグループワーク等もあります。

自分の長所や短所、何が向いているのかなど、グループワークの仲間からいろいろなアドバイスをもらえます。

●

●

●
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厚生労働省動画チャンネル （You Tube） で、
アニメ 『僕らの明日』がご覧いただけます。

お問い合わせは

8

公共職業安定所名 所在地 電話番号

那覇新卒応援ハローワーク 那覇市おもろまち1-3-25
※ハローワーク那覇3階学卒部門

098-866-8609（45＃）

那覇 わかもの支援コーナー 那覇市おもろまち1-3-25
※ハローワーク那覇1階職業相談第1部門

098-866-8606

沖縄 わかもの支援窓口 沖縄市住吉1-23-1
※ハローワーク沖縄1階職業相談第1部門

098-939-3202

名護 わかもの支援窓口 名護市東江4-3-12
※ハローワーク名護1階職業相談第1部門

0980-52-2810

ハローワーク宮古 宮古島市平良字下里1020
※職業紹介部門

0980-72-3329

ハローワーク八重山 石垣市字登野城55-4
※職業紹介部門

0980-82-2327



青少年の雇用の促進等に関する法律（若者雇
用促進法）などが10月から順次施行されます！

（１）関係者の責務の明確化と相互の連携

事業主、職業紹介事業者、国、地方公共団体など、青少年の雇用における関係者
の責務を明確にし、相互に連携を図ります。【平成27年10月1日施行】

（２）適切な職業選択のための取組の促進

① 事業主による職場情報の提供の義務化【平成28年3月1日施行】

新卒者の募集を行う企業に対し、企業規模を問わず、幅広い情報提供を努力義務
とし、応募者等からの求めがあった場合は、次の（ア）～（ウ）の３類型ごとに
１つ以上の情報提供を義務付けます。

（ア）募集・採用に関する状況
（イ）労働時間などに関する状況
（ウ）職業能力の開発・向上に関する状況

② 労働関係法令違反の事業主に対する、ハローワークの新卒者向け求人の不受理
【平成28年3月1日施行】

ハローワークは、一定の労働関係法令違反があった事業所などからの新卒者の求
人申込みを受け付けないことができるようになります。

③ 優良な中小企業の認定制度の創設【平成27年10月1日施行】

青少年に関する雇用管理の状況が優良な中小企業について、厚生労働大臣による
新たな認定制度を設けます。

青少年の雇用の促進などを図り、能力を有効に発揮できる環境を整備するため、
青少年に対して、適切な職業選択の支援に関する措置や、職業能力の開発・向上に
関する措置などを総合的に行えるよう、勤労青少年福祉法、職業安定法、職業能力
開発促進法などの一部が改正され、「青少年の雇用の促進等に関する法律」（若者
雇用促進法）などが平成27年10月１日から順次施行されます。

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

事業主等の皆さまへ

適切な職業選択の支援、円滑な就職実現などに向けた取組の促進

１．青少年の雇用の促進等に関する法律 （勤労青少年福祉法の名称変更・一部改正）
＜若者雇用促進法＞

LL270918派若01

別添資料２



（１）ジョブ・カード（職務経歴等記録書）の普及・促進

今回の改正により、ジョブ･カード（職務経歴等記録書）を法律上に位置づけます。
それに併せて、より皆さまに活用していただけるよう、「ジョブ･カード」の様式を
見直し、その普及に努めることとします。【平成27年10月1日施行】

（２）キャリアコンサルタントの登録制の導入

職業選択や能力開発に関する相談・助言を行う専門家としての「キャリアコンサルタ
ント」を国の登録制とし、名称独占（資格取得者のみ名乗ることが許される）や守秘
義務を規定して、資質の確保を図ることにより、相談者がより安心してキャリアコン
サルタントに相談できることとします。【平成28年4月1日施行】

（３）対人サービス分野などを対象にした技能検定制度の整備

技能検定の実技試験について、検定職種ごとに、実践的な能力評価の実施方法を規定
することで、対人サービス分野で働く人に対する技能検定を構築していきます。
【平成28年4月1日施行】

※この法律の全体については、厚生労働省のホームページをご覧ください。
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000097679.html

ハローワークが学校と連携して職業指導などを行う対象に、「中退者」を追加します。
【平成27年10月1日施行】

職業能力の開発・向上の支援 （職業能力開発促進法の一部改正）

２．職業安定法の一部改正

検 索厚生労働省 ジョブ・カードジョブ・カード制度について、詳しくは

検 索厚生労働省 キャリアコンサルタントキャリアコンサルタントについて、詳しくは

検 索厚生労働省 技能検定制度技能検定制度について、詳しくは

（３）職業能力の開発・向上及び自立の促進

① 国は、地方公共団体などと連携し、青少年に対し、職業訓練の推進、ジョブ・カー
ド（職務経歴等記録書）の普及の促進など、必要な措置を講じるように努めます。
【平成27年10月1日施行】

② いわゆるニートなどの青少年に対し、特性に応じた相談機会の提供や、職業生活に
おける自立支援のための施設（地域若者サポートステーション）の整備などを行い
ます。【平成28年4月1日施行】

詳しくは、最寄りの都道府県労働局職業安定部またはハローワークまでお問い合わせください。



１．事業主などが青少年の募集や採用に当たって講じるべき措置
●青少年が適切に職業選択を行い、安定的に働くことができるように、労働条件など
の明示などに関する事項を遵守すること。

●事業主は、青少年の募集や採用に当たり、人物本位による正当な評価を行うための
措置を講じるように努めること。

２．事業主が青少年の職場への定着促進のために講じるべき措置

●事業主は、賃金不払いなどの労働関係法令違反が行われないよう適切な雇用管理を
行うほか、青少年の能力や経験に応じた適切な待遇を確保するよう雇用管理の改善
に努めること。

●事業主は、青少年の職場への定着を図り、その能力を有効に発揮することができる
ようにする観点から、研修や職業訓練などを通じて、青少年の仕事に対する能力を
高めるための措置を講じるように努めること。

３．職業紹介事業者などが青少年の雇用機会の確保や職場への定着
促進のために講じるべき措置
●青少年の就職支援や、研修や職業訓練などを通じて、青少年の仕事に対する能力
を高めることに携わる職業紹介事業者などは、青少年が安定的な就業機会を得て、
職場定着やキャリアアップに向けた措置などを講じるように努めること。

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

青少年の雇用の促進等に関する新たな指針が
10月から適用されます！

事業主や職業紹介事業者などの皆さまへ

新たな指針のポイント

詳しくは、最寄りの都道府県労働局職業安定部またはハローワークまでお問い合わせください。

「青少年の雇用の促進等に関する法律」が平成27年９月18日に公布されました。
この法律に基づき、事業主などの責務や関係者相互の連携・協力に関して、事業主や
職業紹介事業者などをはじめ関係者が適切に対処するための指針を定め、平成27年
10月１日から適用されます。

～青少年の雇用機会の確保及び職場への定着に関して事業主、職業紹介
事業者等その他の関係者が適切に対処するための指針～

【平成二十七年厚生労働省告示第四百六号】

なお、この指針の適用に伴い、「青少年の雇用機会の確保等に関して事業主が適切に対処
するための指針（平成十九年厚生労働省告示第二百七十五号）」は廃止します。

※指針の全体版については、以下の厚生労働省のホームページからご覧ください。

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000097679.html
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新規学校卒業者を採用する際は
労働関係法令の規定などを確認してください

新規学校卒業者の就職は、学校生活から新たに職業生活に入る人生の大きな転機となる

ものです。しかし、新規学校卒業者は、職業や職場に関する知識や経験に乏しく、適切な

職業選択と円滑な就職を行うためには、関係者の助言や援助を必要とします。

このリーフレットは、平成27年９月に告示された「青少年の雇用機会の確保及び職場へ

の定着に関して事業主、職業紹介事業者等その他関係者が適切に対処するための指針」

（平成27年厚生労働省告示第406号）をもとに、新規学校卒業者の採用に当たり確認いた

だきたい事項をまとめたものです。

事業主の皆さまには、新規学校卒業者を採用する際、このリーフレットや関係法令など

を参考に、適正な募集・採用に努めていただくようお願いいたします。

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

事業主の皆さまへ

事業主は、労働条件の明示など、労働関係法令などの規定を遵守してください。

１．募集・労働契約締結に当たって遵守すべき事項など

（１）採用内定を行う際は、確実な採用の見通しに基づいて、採否の結果を明確に伝えて
ください。

（２）採用の時期や採用条件、採用内定取消事由などは、文書で明示してください。また、
学校などの卒業が採用条件となる場合は、内定時に明示してください。

２．採用内定に当たって遵守すべき事項など

●労働条件を明示してください（職業安定法第５条の３）

●業務内容などを平易な言葉で的確に表示してください（同法第42条）

→ 虚偽の条件表示などに対しては罰則があります（同法第65条第8号）

●職業安定法に基づく大臣指針により、以下の点に配慮してください

・募集の段階で、労働条件を変更する可能性があるときは、その旨を併せ

て明示してください

・明示した労働条件が変更になったときは、求職者に対して速やかに通知

してください

労働契約
締結時
または
締結後

募集時

（裏面に続く）

●労働条件を明示してください（労働基準法第15条第１項）
→ 違反した場合は罰則があります（同法第120条第１号）

●明示された労働条件が事実と異なる場合、労働者は即時に労働契約を解除

することができます（同法第15条第２項）

●労働条件の変更には、労使の合意が必要です（労働契約法第８条）
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（３）採用内定者について労働契約が成立したと認められる場合には、客観的に合理的な
理由がなく、社会通念上相当であると認められない採用内定の取消しは無効となり
ますので、十分にご留意ください。

（４）やむを得ない事情により採用内定の取消しや入職（入社）時期の繰り下げを行うと
きは、新規卒業予定者の就職先の確保に最大限努力するとともに、該当者からの補
償などの要求に誠意を持って対応してください。

新規卒業予定者の募集を行うに当たっては、学校などの卒業者が、卒業後少なくとも三
年間は応募できるようにしてください。また、できる限り年齢の上限を設けないように
し、年齢の上限を設ける場合には、青少年が広く応募できるよう検討してください。

（１）通年採用や秋季採用の導入などを積極的に検討してください。

（２）国・地方公共団体などの施策を活用しながら、いわゆるUIJターン就職などによる
就職機会の提供に積極的に取り組んでください。

学校や公共職業安定所（ハローワーク）などと連携し、インターンシップや職場体験の
受入れを行うなどの積極的な協力をお願いします。なお、インターンシップや職場体験
であっても、労働基準法などの労働関係法令が適用される場合もあるので、ご留意くだ
さい。

「インターンシップの推進に当たっての基本的考え方」（平成26年4月8日 文部科学省・厚生労働省
・経済産業省）を踏まえて実施してください。

３．学校などの卒業者の取扱い

４．新規卒業予定者に関する採用方法

５．インターンシップ・職場体験の機会の提供

６．その他

前述のほか、事業主は以下の点についてご留意ください。

・募集・採用計画の立案に当たっては、毎年の募集・採用人数が大きく変動しないよう、
入職後の人材育成など雇用管理面にも配慮しつつ、中長期的な人事計画などに基づい
て、必要な人材だけを採用してください。

・当該年度の具体的な募集・採用計画の立案に当たり、中長期的な人事計画などの下、
企業の人員構成、職場における要員の過不足の状況などを十分見極めた上で、募集・
採用人数を決定してください。

・募集・採用人数の計画決定に当たり、「若干名」、「○○人以内」など不明確な表現、
実際 の採用計画を超えた人数の募集などは避け、採用人数を明確にしてください。

・やむを得ない事情により採用内定の取り消しまたは入職（入社）時期の繰下げを行う
場合は、あらかじめハローワークに通知してください。



若者の採用・育成に積極的で、若者の雇用管理の状況などが優良な中小企業を
厚生労働大臣が認定し、これらの企業に対して情報発信を後押しすることなどに
より、企業が求める人材の円滑な採用を支援し、若者とのマッチング向上を図り
ます。

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

若者雇用促進法に基づく
新たな認定制度が始まります！

～平成27年10月１日からスタート～

若者の採用・育成に積極的な中小企業の皆さまへ

Ａ 認定企業になると、以下の支援を受けることができるようになり、企業のイメージアップや優秀な人材の確保などが期待されます。

1
ハローワーク等で
重点的ＰＲの実施

「わかものハローワーク」や「新卒応援ハローワーク」などの支援拠点で
認定企業を積極的にＰＲすることで、若者からの応募増が期待できます。
また、厚生労働省が運営する、若者の採用・育成に積極的な企業等に関す
るポータルサイト※１にも企業情報を掲載しますので、御社の魅力を
広くアピールすることができます。

2
認定企業限定の就職面接会
などの参加が可能

各都道府県労働局・ハローワークが開催する就職面接会などに
ついて積極的にご案内しますので、正社員就職を希望する若者などの求職
者と接する機会が増え、より適した人材の採用を期待できます。

3
自社の商品、広告などに
認定マークの使用が可能

認定企業は、若者雇用促進法に基づく認定マークを、商品、広告
などに付けることができます※２。認定マークを使用することによって、若
者雇用促進法に基づく認定を受けた優良企業であるということを対外的に
アピールすることができます。

4
若者の採用・育成を支援
する関係助成金を加算

若者の採用・育成を支援するため、認定企業が次の各種助成措置を活用す
る際、一定額が加算されます。

①キャリアアップ助成金
②キャリア形成促進助成金
③トライアル雇用奨励金

（裏面の参考情報参照）

※１ ポータルサイトは、11月頃の公開を予定しています。
※２ 認定マークについては、現在検討中です。決定次第、厚生労働省から発表します。（11月頃公表予定）

裏面に記載されている認定基準を全て満たす中小企業（常時雇用する労働者が300人以下の
事業主）であれば、認定企業となることができます。

認定企業となるためには、各都道府県労働局へ申請が必要です。裏面の認定基準を満たし
ていることを確認した後、各都道府県労働局から認定通知書を交付します。
※申請書などの提出は、ハローワークを経由して行うことができる場合があります。
また、認定基準を満たしているかどうかを確認するための書類をご提出いただきます。
詳細については、各都道府県労働局へお問い合わせください。

Ａ

Ａ

（裏面へ）

Ｑ 認定企業になるには、どうすればよいですか？

Ｑ どのような企業が認定企業になることができますか？

Ｑ 認定を受けると、どんなメリットがありますか？
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各助成金の詳細については、厚生労働省ホームページ「事業主の方のための雇用関係助成金」を
ご覧いただくか、各都道府県労働局へお問い合わせください。

URL：http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/

１．キャリアアップ助成金
認定企業が35歳未満の有期契約労働者等を正規雇用等へ転換する場合、１人当たり最大50万円の
ところ、10万円を加算し60万円を支給する。

◆支給額は企業規模などにより異なる。また、多様な正社員コースを活用した場合も10万円の加算措置あり。

２．キャリア形成促進助成金
認定企業が「若年人材育成コース」（採用後５年以内の35歳未満の若年労働者に対して職業訓練を
実施）を活用した場合、経費助成率を最大1/2から2/3に引き上げる。

◆助成率は企業規模などにより異なる。

３．トライアル雇用奨励金
認定企業が35歳未満の対象者に対しトライアル雇用を実施する場合、月額最大４万円のところ、
５万円を支給する（最長３カ月間）。

詳しくは、都道府県労働局、ハローワークへお問い合わせください。

１ 学卒求人※１など、若者対象の正社員の求人申込みまたは募集を行っていること※２

２ 若者の採用や人材育成に積極的に取り組む企業であること

３ 右の要件をすべて
満たしていること

・「人材育成方針」と「教育訓練計画」を策定していること
・直近３事業年度の新卒者などの正社員として就職した者の離職率が20％以下
・前事業年度の正社員の月平均所定外労働時間が20時間以下または週労働時間が
60時間以上の正社員の割合が５％以下
・前事業年度の正社員の有給休暇の年平均取得率が70％以上または年平均取得日数
が10日以上
・直近３事業年度において、男性労働者の育児休業等の取得者が１人以上または
女性労働者の育児休業等の取得率が75％以上※３

４
右の雇用情報項目
について公表して
いること

・直近3事業年度の新卒者などの採用者数・離職者数・男女別採用者数、35歳未満
の採用者数・離職者数
・研修内容、メンター制度の有無、自己啓発支援・キャリアコンサルティング制
度・社内検定などの制度の有無とその内容、平均勤続年数、役員・管理職の女性
割合
・前事業年度の月平均の所定外労働時間、有給休暇の平均取得日数、育児休業の
取得対象者数・取得者数（男女別）

５ 過去３年間に新規学卒者の採用内定取消しを行っていないこと

６ 各種助成金の不支給措置を受けていないこと

７ 過去１年間に事業主都合による解雇または退職勧奨を行っていないこと。

８ 重大な労働関係法令違反を行っていないこと

※１ 大卒等求人については、「既卒3年以内の既卒者の応募可」であることが必要です。

※２ 正社員とは、直接雇用であり、期間の定めがなく、社内の他の雇用形態の労働者（役員を除く）に比べて高い責任を
負いながら業務に従事する労働者をいいます。

※３ 男女ともに育児休業等の取得対象者がいない場合は、育休制度が定められていれば可とします。また、「くるみん認定」
を取得している企業については、くるみんの認定を受けた年度を含む３年度間はこの要件を不問とします。

＜認定基準＞

＜参考：若者の採用・育成を支援する関係助成金の加算措置について＞

雇用関係助成金 検 索


